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経営理念

FULUHASHI EPO REPORT 2026を通して
私たちがお伝えしたいこと

当社は健全な経営を行う企業として、以下の経営理念を掲げて事業を遂行しています。

世のため　人のため　地球のため　社員のため

持続可能な社会を創造します

フルハシＥＰＯグループは、資源の循環を軸とした事業を通じて、

環境課題の解決と持続的な成長の両立を目指しています。

2026年版のレポートでは、これまでの取組みや実績を紹介することに加えて、

「当社グループはどのような姿を目指しているのか」「そのために何を実行しているのか」

「現在どこまで進んでいるのか」を一つのストーリーとして再構成しました。

資源循環というビジネスモデルを基盤に、拠点展開による量的拡大を進めることで、

当社グループはさらなる成長を目指しています。

これからも本報告書を通じて当社グループの現在と目指す姿をより深くご理解いただけるよう、

内容改善に努めてまいります。

参考ガイドライン

報告対象範囲

報告対象期間

発行月

免責事項

環境報告ガイドライン2018年版、価値協創ガイダンス

フルハシＥＰＯグループ（一部単体）

2025年4月1日～2026年3月31日
※一部、対象期間外の取組みも紹介しています。

2026年8月

本報告書には、当社の過去と現在の事実だけでなく、将来に関する予
測・予想・計画等も記載しています。これらは記述した時点での情報
に基づいた仮定ないし判断であり、不確実性が含まれます。したがっ
て、将来の事業活動の結果や将来に生じる事象が本報告書に記載し
た予測・予想・計画とは異なったものとなるおそれがあります。読者
の皆様には、以上をご承知くださいますようお願い申し上げます。
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資源循環の担い手として成長を続

けるフルハシEＰＯ。TOP MESSA 

GEでは、中長期的な企業価値向

上に向けた成長戦略や積極投資

の考え方、中期経営計画の進捗、

そして持続的な成長への思いを

トップの視点から語ります。

TOP MESSAGE
▶ P.3

▶ P.15

見どころ

1

〈特集1〉では当社グループの工場

を取り上げ、各工場の役割や生産

可能量等を紹介します。写真や紹

介文を通じて、成長戦略の進捗を

ご確認いただけます。

〈特集１〉
成長戦略「量的拡大」の
現在地とこれから

見どころ

2

2025年度に監査等委員会設置会

社へ移行した当社。社外取締役 

監査等委員会委員長の視点から、

社外取締役に期待される役割や、

企業価値向上を支えるガバナン

スについてお伝えします。

社外取締役メッセージ
▶ P.34

見どころ

3FULUHASH I  Sp i r i t s
世の中にとって必要か？ 正しいか？ 環境にやさしいか？

－自ら未来を創造する－

1. 新しい可能性にチャレンジし、持続可能な社会を実現します。

2. お客様の立場に立って考え、ニーズに応えます。

3. プラス発想と行動力で付加価値を高めます。

4. 知性・技術・感性を育て、使命感を持って仕事に取組みます。

5. 豊かなこころでユーモアを忘れず仕事を楽しみます。
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いま、フルハシEPOは
どのようなステージにあるのか

　2025年度において、当社グループは売上高100億円を突破し、

売上高・営業利益ともに６期連続過去最高を更新しました。木質

再資源化に対する社会的ニーズの高まりに加え、これまで進めて

きた事業基盤強化の成果が着実に表れてきているものと認識し

ています。

　2022年の上場時、当社はすでに設立74年を迎えており、木質

再資源化におけるリーディングカンパニーとしての自負を持つ一

方で、私自身は「当社はベンチャー企業である」という意識も強く

持っていました。その背景には、国内に存在する木質資源が持つ

可能性は、まだ十分に広がりきっていないという思いがあったた

めです。

　上場以降、当社グループでは拠点展開をはじめ設備投資を積

極的に進めてきました。2025年9月には、名古屋ＣＥセンターが

新たに稼働し、2024年10月に開設した愛知第八工場（一宮）も順

調に稼働を続けています。さらに、今年度は名古屋鳴海ＣＥパーク

も稼働します。

　現在の当社グループは、中長期的な成長に向けて事業基盤を構

築していく段階にあります。拠点開発や設備投資を積極的に進め

ている背景には、今後さらに高まる木質再資源化へのニーズを見

据え、中長期的な事業基盤を先行して構築していきたいという考

えがあります。

　木質再資源化は、地域との信頼関係や安定的な原料調達、営業

基盤、許認可対応等、多面的な事業基盤の上に成り立っています。

そのため、拠点開発においても、中長期的な視点で着実に基盤を

構築していくことが重要だと考えています。

TOP MESSAGE

中
長
期
的
な
視
点
で

着
実
に
基
盤
を
構
築
し
て
い
く
こ
と
が

重
要
だ
と
考
え
て
い
ま
す
。

代表取締役社長

山口 直彦

トップメッセージ
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木質循環の担い手としての事業展開と
社会的役割

中期経営計画見直しを
どのように捉えているか

　近年、木質再資源化を取り巻く社会環境は大きく変
化しています。カーボンニュートラルへの対応に加え、
循環型社会の実現に向けた機運の高まりや、エネル
ギー安全保障の重要性が増す中、国内の資源を循環
利用する意義はこれまで以上に大きくなっています。
　当社グループにおける木質バイオマス取扱量は年
間約60万ｔとなり、当社グループが果たすべき役割も
拡大しています。私たちは、木質廃棄物を原料やエネ
ルギーとして循環させる、木質再資源化の担い手であ
り続けたいと考えています。
　日本国内に存在する木質資源は、数少ない循環可
能な国産資源の一つです。これらを適切に回収・再資
源化し、エネルギーや原料として再び社会へ循環させ
ることは、カーボンニュートラルだけでなく、地域循環
経済や持続可能な社会基盤づくりにもつながると考
えています。
　また、通常の木質廃棄物の適正回収・再資源化業務
に加え、2025年６月までは、能登半島地震に伴う災害廃
棄物の受け入れにも対応しました。これは単なる災害
支援にとどまらず、当社グループの拠点ネットワーク
が、循環型資源活用の基盤として社会的役割を果たし
ていることを示す象徴的な事例であったと考えていま
す。今後、社会における木質再資源化の重要性は、さら
に高まっていくでしょう。

　2026年5月、当社グループは中期経営計画の見直
しを公表しました。これは、事業環境の変化に合わせ
計画を再設計し、持続的に成長できる体制の整備を優
先する判断をしたものです。（▶P.13）

　現在、当社グループを取り巻く事業環境は大きく変
化しています。建設費や物流費及び人件費の上昇に加
え、許認可取得の長期化等、拠点開発を進めるうえで
も従来以上に時間とコストを要する状況となっていま
す。一方で、木質再資源化に対する社会的ニーズその
ものは、拡大傾向にあります。中長期的に社会から必
要とされる企業であり続けるために、現実的かつ持続
可能な形へ中期経営計画を再設計しました。
　木質再資源化は、一朝一夕で成立するものではあり
ません。だからこそ私たちは、持続的に成長できる事
業展開を重視しています。
　見直し後の中期経営計画においても、当社グループ
が目指す方向性は揺るぎません。許認可の取得プロセ
スを徹底的に効率化し、これまでに培った経験と知識
を最大限に活用することで、木質再資源化の可能性を
従来以上に迅速に広げていきます。社会から必要とさ
れる企業を単に「実現」するのではなく、全社一丸と
なった不断の努力によって着実に成果を積み重ねて
まいります。

フルハシEPOの安定供給を支える
拠点網

ステークホルダーの皆様へ

　私たちは、単なる「木質再資源化」に取組む企業で
はないと考えています。「建設現場や物流現場等から
発生する木質廃棄物の処理を受託し、再資源化し、再
びエネルギーや原料として社会へ循環させていく。さ
らに、その循環を継続的に支えるための拠点ネット
ワークを構築していく。」私は、当社グループの事業
は、「廃棄物」と「エネルギー」を接続する木質再資源
化インフラそのものだと考えています。
　近年、木質バイオマス発電の需要拡大やサーキュ
ラーエコノミーへの移行等を背景に、木質資源の社会
的価値はさらに高まっています。その中で重要になる
のは、単に木材チップを製造することではなく、地域に

合わせた拠点展開により必要な場所へ安定的に供給
できる体制をいかに構築できるか、ということです。当
社グループでは、長年にわたり中日本エリア・東日本
エリアで拠点ネットワークを拡大してきました。その
拠点数は、グループ全体で22ヶ所となり、木質廃棄物
の発生現場に近く、お客様の目線に立った拠点展開が
当社グループの強みの一つにもなっています。この拠
点ネットワークと木質資源の安定供給体制を活かし、
当社ではバイオマスボイラの導入提案という新たな活
用領域にもチャレンジしています。（▶P.19）

　私たちが目指しているのは、木質再資源化を通じ
て、より豊かな社会づくりに貢献することです。豊かな

社会とは、経済的な成長だけでなく、限りある資源を
大切に使い、次の世代に持続可能な環境を引き継いで
いける社会であると考えています。その実現に向けて、
当社グループはこれからも木質資源の可能性を追求
し、社会から必要とされる事業基盤を着実に築いてま
いります。
　私たちの挑戦は、当社グループだけで成し遂げられ
るものではありません。お客様、お取引先様、地域社会
の方々、株主・投資家の皆様、そして従業員一人ひとり
とともに歩みを進めていくことで、初めて実現できる
ものだと考えています。
　これからも、フルハシEPOグループの挑戦にご期待
いただくとともに、持続可能で豊かな未来をともにつ
くっていくパートナーとして、引き続きご支援を賜りま
すようお願い申し上げます。

培ってきた経験と知識を力に、

全社一丸で木質再資源化の可能性を、

着実に広げていきます。

拠点ネットワークと木質資源の安定供給体制を活かし、

当社ではバイオマスボイラの導入提案という

新たな活用領域にもチャレンジしています。
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CEPO半田バイオマス発電所

　当社は2017年4月に総合エネルギー
サービスを行う株式会社シーエナジーと、
特別目的会社「CEPO半田バイオマス発電
株式会社」を設立し、2019年10月に営業
運転を開始しました。
　CEPO半田バイオマス発電所は、木質廃棄物を由来とした木材
チップとPKSを燃料とする出力約5万kW（発電端）の木質バイオマ
ス発電所です。年間発電量は、一般家庭の約12万世帯分で、CO2
排出削減量は年間約15万tと環境負荷低減に貢献しています。

川崎バイオマス発電所

　当社が住友共同電力株式会社及び
住友林業株式会社と合弁で設立した
「川崎バイオマス発電株式会社」は、
2011年2月に運転を開始しました。
　川崎バイオマス発電所は、関東一帯
から収集した木材チップを燃料として、環境にやさしい電気を
供給しています。発電出力は約3万3千kW（発電端）で、年間で
一般家庭の約3万8千世帯分を発電し、CO2排出削減量は年間
約12万tと環境負荷低減に貢献しています。

事業ポートフォリオ

数字で見るフルハシ（2026年3月31日現在）

What's FULUHASHI？

19471947
19481948
19561956

19631963

19801980

19911991

20012001
20022002
20062006

20082008

20132013

20172017

20222022

フルハシＥＰＯグループは、木質資源の再資源化を基盤に、事業拡大と企業価値の向上を図ってきました。
グループ全体で、バイオマテリアル事業、資源循環事業の２つの事業を柱に総合的な環境ソリューションを
展開し、地球環境と社会の持続的な発展に貢献しています。

フルハシＥＰＯグループの歩み
　フルハシＥＰＯは1947年に製材製函業として創業し、1956年に木質バイオマスの
利用に着手して以来、日本の木質バイオマスの再資源化を黎明期から支えてきました。
2008年よりバイオマス発電事業に参画、2022年に東京証券取引所スタンダード
市場及び名古屋証券取引所メイン市場に上場、これからも既存の枠組みにとらわれ
ず常に挑戦を続けてまいります。

製材製函業として創業

紙パルプ原料チップの
製造販売を開始

古橋木材工業株式会社へ商号変更
木製パレット製造を開始

株式会社フルハシ環境総合研究所を設立
（現連結子会社）

東海アールシー株式会社
（現株式会社フィニティ）を連結子会社化

ASAP SECURITY株式会社を設立
（現連結子会社）

フルハシＥＰＯ株式会社へ商号変更
合弁会社川崎バイオマス発電
株式会社を設立
合弁会社ジャパンバイオエナジー
株式会社を設立（持分法適用関連会社）

FULUHASHI CORPORATION
 (VIETNAM) LTD.を設立

（現連結子会社）

合弁会社ＣＥＰＯ半田バイオマス発電
株式会社を設立

東京証券取引所
スタンダード市場及び

名古屋証券取引所メイン市場に
株式を上場

PAC AND PAL LTD.を設立
（現FULUHASHI CORPORATION
(THAILAND) LTD.）（現連結子会社）
海外事業展開開始

フルハシ工業株式会社へ
商号変更

古橋製函株式会社（当社）を設立

20092009
合弁会社ジャパンバイオエナジー
ホールディング株式会社を設立
（持分法適用関連会社）

連結売上高

100億7百万円
（2025年度）

バイオマテリアル事業

　建築解体材や使用済み木質パレット等
の木質廃棄物を回収・再資源化し、紙パル
プや木質繊維板の原料、バイオマス発電
の燃料等として販売しています。木質廃棄
物の処理受託（木材チップの原材料の入
荷）時の処理売上と、木材チップの販売売
上が得られるダブルインカムのビジネス
モデルが強みの一つです。

資源循環事業
　建設現場で発生する木くずや廃プラスチック、金属くず
等の建設副産物を回収し、選別・再資源化を行っていま
す。現場分別と自社工場での選別処理により資源化率を
高め、木質廃棄物はバイオマテリアル事業の工場で再資
源化するほか、各種資源の循環利用につなげています。

物流機器製造販売、
グループ会社
（警備請負・人材派遣、
環境コンサルティング）

　環境物流事業では、木質パレット等の
物流機器の製造・販売を行うとともに、不
要となった物流機器の買い取りや中古品
のリユース・リメイク等、物流資材の循環
利用を支援しています。併せて、環境・
ESG分野のコンサルティング会社や警
備・人材サービス会社等を通じて、多様な
サービスを展開しています。

（注）各セグメントの外部顧客への売上高を連結売
上高で除して売上高割合を計算しています。

72.7%

17.0%

10.3%

2025年度
売 上 高
営業利益

73億36百万円
10億57百万円

2025年度
売 上 高
営業利益

16億99百万円
89百万円

2025年度
売 上 高
営業利益

13億14百万円
35百万円

資本金

15億7百万円
連結従業員数

487名

連結生産拠点数

22ヶ所

再資源化率

連結設備投資額

24億8百万円

連結売上高

100億7百万円

連結営業利益

11億74百万円

グループ会社

バイオマテリアル
事業

資源循環事業

100% 81.9%

連結子会社

5社
持分法適用関連会社

2社
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価値創造プロセス
私たちは、地球そして自然の一員であることを常に意識し続けることで、地球環境の視点から真に必要なも
のを、お客様の企業価値向上に役立つ製品、サービスとして創り出し、子どもたちが安心して暮らすことので
きる持続可能な社会の実現を目指し、事業活動を展開します。

OUTCOME
OUTPUT

事 業 　 　 　 活 動

INPUT

財務資本
●  総資産
  138億69百万円

●  自己資本比率
 44.8%

製造資本
●  全国生産拠点数
  22ヶ所

●  海外生産拠点数
  2ヶ所（連結子会社）

知的資本
●  特許保有件数
  3件 ※

人的資本
●  従業員数（臨時従業員含む）
  360人 ※

●  男女比率
  男性71.9％／女性28.1％ ※

社会・関連資本
●  全国木材資源リサイクル
 協会連合会、 東海木材資源
　リサイクル協会への加盟

●  産官学連携案件数
 4件 ※

自然資本
●  総エネルギー投入量
  116,295GJ(発熱量)

●  原材料投入量
 555,718t

●  水資源投入量
   65,999㎥

マテリアリティ

世のため　人のため
地球のため　社員のため

持続可能な社会を創造します

価値創 造 　の基盤

財務
●  売上高
  100億7百万円

●  営業利益
 11億74百万円

●  経常利益
 11億74百万円

世のため

社会
●  優良産廃処理業者認定
　の取得件数
  9件 ※

人のため
地域住民
●  地域貢献活動
　(地域清掃等)の実施

●  災害廃棄物の受け入れ

従業員
●  女性管理職比率
  5.3% ※

●  月平均残業時間
  17時間 ※

社員のため

地球のため
地球環境
●  廃棄物発生抑制量
 551,209t
（注）バイオマテリアル事業、
　  資源循環事業における
　  再資源化量

バイオマテリアル事業
●  木質廃棄物の再資源化

   ◆ 燃料チップ……446,488t
   ◆ 原料チップ……84,256t

●   バイオマス発電事業への参画

   ◆ CEPO半田バイオマス発電所
   ◆ 川崎バイオマス発電所

資源循環事業
●  最終処分量の削減
●  建設副産物の再資源化
   20,465t

Fuluhashi
Sustainable
Plan
2030

中期経営計画 売上高 140億円

ROE 15%超

営業利益 25億円
営業利益率 17％

配当性向 35％以上中期経営計画期間（2024年度～2029年度）において
当社グループが重視する定量目標を定めています。

図中の※は当社単体の数値です。

社員のため

●  労災・事故のない
   職場環境づくり
●  誰もが働きやすい職場づくり

地球のため

●  カーボンニュートラル社会の
   実現
●  資源循環社会の実現

人のため

●  地域社会の安心・安全の確保

世のため

●  法令遵守の徹底と
  公正・公平な経営の実践

コーポレート         ・ ガバナンス

FULUHASHI         Spirits
経営　　理念

バイオマテリアル
事業

資源循環事業

経営理念
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ビジネスの強みと独自性
独自のダブルインカム構造により、安定した収益基盤を確立するとともに、時代を先取りした事業展開を推
進。地球環境と社会の持続的な発展への貢献と、企業価値の向上を図っています。 ダブルインカムモデルにより、

安定した高収益を実現

　当社のバイオマテリアル事業は、木質廃棄物の処
理受託による収入と、再資源化した木材チップの販
売収入の両方を得るダブルインカムモデルを特長と
しています。
　原料を「購入する」のではなく「処理受託する」こと
で収益を生み出す構造であり、原材料価格の変動の
影響を受けにくく、安定した収益基盤と高い利益率
の実現につながっています。

Strong Point １Strong Point １ 「ダブルインカム」収益構造

ビジネスモデル

木質廃棄物をエネルギーへ転換し、
再資源化から発電までの
新たな市場を創出

　当社は木質廃棄物の再資源化にとどまらず、バイ
オマス発電事業への参画を通じて、資源をエネル
ギーとして活用する新たな市場を創出しています。
　発電事業者への燃料供給を担うことで、資源循環
と再生可能エネルギーの活用を推進し、事業領域を
拡大しています。
　このように、既存事業の枠を超えて新たな価値を
生み出す取組みが、当社の中長期的な成長を支えて
います。

Strong Point 3Strong Point 3 時代を先取りした事業展開

木質再資源化事業を主力とする
唯一の上場企業として、国内最大級の
拠点網を活かした安定供給体制を構築

　当社は木質再資源化事業を主力とする唯一の上場
企業であり、国内最大級の工場・営業拠点網を有して
います。これにより、安定的な原料調達と製品供給体
制を構築するとともに、お客様との取引においても
信頼性の高いパートナーとして選ばれています。
　機動力と信用力を兼ね備えた事業基盤が、競争優
位性の源泉となっています。

Strong Point 2Strong Point 2 業界唯一の上場企業

原
料
調
達

フ
ル
ハ
シ
Ｅ
Ｐ
Ｏ

製
品
販
売

解体事業者
＊

＊自動生成画像

＊

製造事業者
工事事業者
造園事業者 ハウスメーカー

製紙会社

建材メーカー

バイオマス発電所
ボイラ利用事業者

バイオマテリアル工場
（木材チップ製造）

資源循環工場
（選別作業）

マテリアル利用 サーマル利用

二次処理施設

再資源化 焼却・埋立

当社

ダブルダブル
インカムインカム

原料調達

解体材

木質
パレット

街路樹

紙パルプ
原料

木質繊維板
原料

バイオマス
燃料

● 解体事業者
● 製造事業者
● 工事事業者
● 造園事業者

● 製紙会社
● 建材メーカー
● バイオマス発電所
● ボイラ利用事業者

製品販売

処理売上

木質
廃棄物

木材
チップ

販売売上

再資源化率

100%

再生可能エネルギーの創出

川崎バイオマス発電所
● 発電出力
   約3万3千kW（発電端）
● CO2排出削減量
  年間約12万t

CEPO半田バイオマス発電所
● 発電出力
   約5万kW（発電端）
● CO2排出削減量
  年間約15万t

植　林

利　用

育　林

伐採・加工

エネルギー利用

再資源化
住　宅 物流資材

木材チップ

CO2

解体材

紙パルプ原料チップ

木質繊維板原料チップ

燃料チップ

木質パレット 街路樹 建設副産物
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中期経営計画
当社グループは、「Fuluhashi Sustainable Plan 80th」の実現のため、木質再資源化の量的拡大を事業戦
略として、再資源化工場の新設・増強に取組み、2024年10月に愛知第八工場（一宮）を稼働、2025年９月に
は名古屋ＣＥセンターを稼働させ、目標に向かい着実に進んでまいりました。
しかしながら、計画策定当初と比べ、建設費や物流費の上昇等により事業環境が大きく変化しています。そ
のため、工期の長期化及び生産性、物流効率を考慮した工場設計と開設エリアをより効果的なエリアへ見
直しをいたしました。以上を踏まえ、中期経営計画の期間を2年延長するとともに、最終年度の数値目標を
見直すことといたしました。
当社グループは、中期経営計画の達成に向けたコミットメントを改めて強化し、これまで培ってきた知見と
経験を最大限に活用しながら、成長を確実に実現するための実行力を高めてまいります。今後も、計画達成
に向けた具体的な道筋をお示しできるよう、不断の努力を重ねてまいります。

中期経営計画における経営方針

中期経営計画における定量目標

定量目標の進捗状況

事業戦略

方　針 ● 木質資源を軸にしたサーキュラーエコノミー・再生可能エネルギー時代の牽引
● 増収・増益・増配・従業員還元のサステナビリティ企業へ

戦 略
● 事業戦略（量的拡大）による増収・増益
● サステナビリティ戦略（ESG等）による企業価値向上
● 累進配当を基本方針とした株主還元

　中期経営計画を達成するため、中日本エリア及び東日本エリアを中心に10ヶ所の工場新設を目指します。

サステナビリティ戦略
　ESGの各項目において課題を掲げ、目標を設定しています。これらの目標達成のためグループ内連携を強めるとともに、よ
り一層のガバナンス強化に取組みます。

売上高

営業利益

営業利益率

R O E

配当性向

Fuluhashi
Sustainable Plan 80th

〈2024年度～2027年度〉

150 億円

３０億円

２０％

１５％超

35％目標（累進配当）

Fuluhashi
Sustainable Plan 2030

〈2024年度～2029年度〉

140億円

25億円

17％

１５％超

35％以上（累進配当）

見直し後

売上高

営業利益

営業利益率

ROE

2023年度
（実績）

目標設定時 成長準備

87億53百万円

10億39百万円

１１．９％

5.2％

2024年度
（実績）

93億83百万円

11億52百万円

12.3％

19.5％

2025年度
（実績）

100億7百万円

11億74百万円

11.7％

15.1％

2029年度
（目標）

140億円

25億円

17％

１５％超

配当性向

2026年度
（予想）

108億23百万円

12億87百万円

11.9％

-

116.0％ 31.9％ 39.0％ 35％以上41.7％

   用地選定、工場設計、
許認可取得手続き等

工場新設・拡充等での
収益性の向上等

基盤強化
組織変更、

本社・事業再編等（　　　　）

成長投資 成長加速

中日本エリア

名古屋ＣＥセンター

愛知第八工場（一宮） 名古屋鳴海ＣＥパーク
2026年度稼働予定

東日本エリア

中期経営計画策定時点における中日本・東日本エリアでの既存工場

新拠点エリア拡大イメージ
中期経営計画期間における中日本・東日本エリアでの新設工場

量的拡大の状況（2026年５月現在）

★愛知第八工場(一宮)(2024年10月)
★名古屋ＣＥセンター(2025年9月)
★名古屋鳴海ＣＥパーク(2026年度        
予定)

●4ヶ所進行中

●3ヶ所進行中

工場数

中日本
エリア

東日本
エリア

工場新設実績及び予定

7ヶ所増

3ヶ所増

環  境

●資源循環経済の実現

●気候変動対策

ガバナンス

●実質的ガバナンス強化

●事業リスク対策

●非財務情報開示

社  会

●職場環境方針と実行

●人材育成方針と実行

●ダイバーシティ推進

●地域社会の安心安全
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成長戦略「量的拡大」の現在地とこれから
フルハシＥＰＯグループは、中期経営計画において「量的拡大」を成長戦略の中核とし、拠点展開と生産能
力の強化を進めています。
本特集では、各工場の紹介や生産量の推移を通じて、成長戦略がどのように実行されているかを示します。
現場に根差した取組みを通じて、当社グループの現在地を示します。

生産拠点の拡大

特集 1

愛知第二工場（弥富）
　名古屋港に近い臨海部の工業・物流ゾーンに位置し、
工場や物流施設が集積するエリアに立地しています。燃
料チップ、紙パルプ原料チップ等幅広い製品を製造し、
バイオマテリアル事業を支えています。

稼　　働 1980年

生産可能量 60,000ｔ/年

敷地面積 14,241.95㎡

愛知第一工場（春日井）
　1963年に開設された当社で最も古い工場であり、現
在も基幹拠点の一つとして事業を支えています。当社で
唯一の切削機を有し、紙パルプ原料となる高品質な切
削チップを製造しています。

稼　　働 1963年

生産可能量 60,000ｔ/年

敷地面積 11,052.00㎡

愛知第八工場（一宮）
　名古屋市と岐阜市をつなぐ主要幹線道路に面してお
り、都市部からの解体材をはじめ多くの木質廃棄物を受
け入れています。2024年５月策定の中期経営計画の１
拠点目として稼働開始しました。

稼　　働 2024年

生産可能量 30,000ｔ/年

敷地面積 2,995.57㎡

愛知第七工場（半田）
　当社の出資するＣＥＰＯ半田バイオマス発電所に隣接
する工場であり、主に燃料チップを製造しています。燃
料チップは、発電所の貯留ピットまでコンベアで直接搬
送されるため、ＣＯ２の削減につながっています。

稼　　働 2019年

生産可能量 30,000ｔ/年

敷地面積 6,690.12㎡

飛島リサイクルパーク
　中日本エリア唯一の資源循環事業の工場です。東海
三県の大手ハウスメーカー等の建設現場から排出され
る建設副産物の選別・再資源化や廃プラスチックから
RPF燃料の生産をしています。

稼　　働 1972年

生産可能量 120,000㎥/年

敷地面積 8,476.65㎡

千葉リサイクルランド
　当社で唯一、バイオマテリアル事業と資源循環事業を
一つの敷地内で展開している工場です。東日本エリアにお
いて、木質廃棄物と建設副産物の取扱量が最も多く、両事
業の連携により廃棄物を効率的に再資源化しています。

生産可能量 60,000ｔ/年（バイオ）、80,000㎥/年（資源）

名古屋CEセンター

　中日本エリアを代表する都市部であり、当社創業の地
でもある名古屋市に位置しています。中期経営計画の２
拠点目として開設し、バイオマテリアル事業の中核工場
の一つとして貢献しています。

稼　　働 2025年

生産可能量 30,000ｔ/年

敷地面積 3,306.83㎡

PickPick
UUpp！！

拠点マップ

　当社グループは全国22ヶ所に生産拠点を展開し、中日本エリア・東日
本エリアを中心にネットワークを拡充しています。木質資源の受入能力
向上と循環ネットワークの拡大を通じて、事業基盤の強化を進めてい
ます。

20232022

※持分法適用関連会社の再資源化量を除く

2024 2025

再資源化量（木材チップ・石膏原料ほか）

0

45,000

50,000

55,000

（t）

40,000

60,000

（年度）

551,209

467,389468,420

520,824

20232022

※連結

2024 2025

生産拠点数

0

19

20

21

18

23

22

（年度末）

22

20

19

21

バイオ バイオ

バイオ

バイオ

バイオ・資源

バイオ

資 源

稼　　働 2002年 敷地面積 7,681.44㎡
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資本コスト・株価を意識した経営の実現に向けた取組み

財務情報ハイライト（連結）

財務・資本戦略
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、資本コスト及び資本収益性を意識した経営の推
進に取組んでいます。2026年5月に開催された取締役会において、資本コスト及び株価を意識した経営の
実現に向けた対応について改めて現状を評価し、継続的な向上に向けた今後の方針を決議しました。

現状評価・分析
　当社は、ROE（自己資本利益率）を経営上
の重要指標と位置づけています。また、事
業の持続的な成長と成長に資する投資に
ついては、中期経営計画に基づき、業績指
標を踏まえながら最適な投資判断を行って
きました。
　現在、当社は株主資本コストを概ね6～
8%と認識しており、2025年度のROEは
15.1%とこれを上回る水準を達成していま
す。加えて、PBR（株価純資産倍率）について
も、安定的に1倍超の水準を維持しています。

向上に向けた方針及び取組み
　当社は、企業価値の向上に向けて、量的拡大戦略の推進や
管理コストの圧縮等により収益力を高めるとともに、最適な財
務構成の構築を通じて資本効率の向上を図ります。これらの
取組みにより、ROE15％超の継続的な達成を目指します。

　また、サステナビリティに関する取組み状況の開示や、株
主、機関・個人投資家との対話の推進等を通じて、IR活動の
さらなる強化を進めています。

　2025年度の売上高は当社グループ初となる100億円を
突破、また、営業利益も増益となり、売上高・営業利益とも
に6期連続で過去最高を更新しました。バイオマテリアル事
業では名古屋CEセンターの新設稼働及び2024年度開設
した愛知第八工場（一宮）の好調な稼働等が寄与し、中期経
営計画に掲げている量的拡大を推し進めました。一方で、
2024年度まで進めていた役員保険解約が終了したことに
より一時的な営業外収益が減少し、経常利益・当期純利益
はそれぞれ減益となりました。
　財務面では営業キャッシュ・フローが15億円（前年度比
14.0%増）と拡大し、自己資本比率は44.8%と健全性を維

持しています。また、営業利益率は11.7%、ROEは15.1％で
あり、中期経営計画目標のROE15%超となりました。
　資本効率の観点では、引き続きROE15％超を維持するこ
とを目指し、収益力の強化と資本の有効活用に取組みます。
EBITDA（営業利益+減価償却費）については、事業規模拡
大に伴う収益基盤の強化により継続的な成長を図り、将来
投資に必要なキャッシュ創出力を高めます。現預金は、事業
継続に必要な資金を確保しながら、資本効率を意識して適
正水準に管理します。創出した資金については、成長投資、
財務基盤の強化、株主還元のバランスを踏まえ、企業価値
向上に資する領域へ優先的に配分してまいります。

目  標 指標の向上 対応方針 具体的な取組み

企業価値向上
長期ビジョンの

実現

収益力強化

資本効率最適化

サステナビリティ
マネジメント

IR強化

株主還元

情報開示・

株主対話

ROE
ROE15%超
継続的
マネジメント

● 量的拡大による増収増益（売上高100億円突破、6期連続増収）

● 名古屋ＣＥセンター（2025年9月稼働）・愛知第八工場（一宮）稼働による原料
調達体制の強化と生産量拡大

● 売上高の増加による管理コストの圧縮

● CO2削減に寄与する新たなサステナビリティ事業の創出(資源・エネルギー・食
糧等)   他

● 機関・個人投資家向けに半期ごとに決算説明会を開催

● 個人投資家向け説明会等への参加

● 機関投資家との建設的会話（個別ミーティング）の強化

● 安定した配当を継続し連結配当性向35％以上目安（2025年度30円、前年度比２
円増配）

● 中期経営計画期間における累進配当の実施

● 2026年３月末日を初回基準日とした株主優待制度を導入

● 当社グループが取組むべき6つの重要課題(マテリアリティ)と12の取組み事項
を特定

● 取組みの進捗を統合報告書等により継続報告

● 最適な財務構成の構築

● 中期経営計画「Fuluhashi Sustainable Plan 2030」に基づく投資計画の最適化

ROE(自己資本利益率)の推移

PBR(株価純資産倍率)の推移 PER(株価収益率)の推移
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※ 2023年度は、特別損失にて投資有価証券評価損98百万円及び債務保証損失引当金繰入額514百万円を計上して
　 います。
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営業キャッシュ･フロー
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▶財務データはP.37に掲載しています。

※2023年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。
　グラフでは2023年4月1日以前においても株式分割の効力を加味して計算しています。
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セグメント別営業概況

バイオマテリアル事業

■主要顧客■主要顧客　主に木造家屋の解体時に発生する廃材や使用済
み木質パレット等の木質廃棄物を受け入れ、再資
源化処理を行い、紙パルプや木質繊維板の原料、木
質バイオマス発電・バイオマスボイラの燃料となる
木材チップを製造・販売しています。
　資源循環の推進を通じて、環境負荷低減と持続
可能な社会の実現に貢献しています。

2025年度営業概況 　2025年度は、輸入燃料価格が不安定に推移する中、カーボンニュートラル需要
を背景に木材チップの需要は引き続き拡大しました。こうした状況のもと、バイオ
マテリアル事業では原料調達体制の強化と製品供給の安定化に取組み、全体とし
て堅調に推移しました。原料調達面では、新規顧客の開拓及び既存取引の拡大に
より、取扱数量を確保しました。また、能登半島地震に伴う災害廃棄物の受け入れ
を通じて、調達量の確保と災害復興支援の両立に取組みました。さらに、新設工場
と既存工場の好調な稼働により、調達体制の強化と製品供給の安定化が進展しま
した。販売面では、単価改定と生産量増加により売上が拡大しました。一方で、コ
スト面の影響等を受け利益は概ね前年並みで推移しました。

2026年度の見通し及び中期的な戦略

王子木材緑化株式会社、住友林業フォレストサービス株式会社、
大王製紙株式会社

■市場環境■市場環境
〈機  会〉● 不安定な輸入燃料価格を背景とした国産木材チップへの

　需要増
● カーボンニュートラル政策の進展による需要拡大

〈リスク〉● 原料調達競争の激化
● エネルギー政策・制度変更の影響

資源循環事業

■主要顧客■主要顧客　住宅建設現場等で発生する木くず、廃プラスチッ
ク類、金属くず等の建設副産物を対象に、資源回収
ボックスの設置から回収、選別・再資源化まで一貫
した処理サービスを提供しています。現場での分別
回収を徹底することで再資源化率の向上を図ると
ともに、木質廃棄物はバイオマテリアル事業と連携
して再資源化する等、グループ一体で資源循環を推
進しています。

住友林業株式会社、住友不動産ハウジング株式会社、
セキスイハイム中部株式会社

■市場環境■市場環境
〈機  会〉● サーキュラーエコノミーの進展

● 分別回収、副産物の資源化と、
　処理コスト高騰とのバランス見直し

〈リスク〉● 住宅着工件数の減少
● 廃棄物関連法規制・制度変更の影響

　今後の中期的な戦略として、バイオマテリアル事業は、当社
の主力セグメントとして中期経営計画「Fuluhashi Sustai 
nable Plan 2030」の目標達成のため、さらなる量的拡大の
強化を進めます。
　2026年度は、需要拡大が見込まれる一方で、原料調達環
境やコスト動向には引き続き留意が必要です。こうした状況
に対し、2024年開設の愛知第八工場（一宮）及び2025年開
設の名古屋ＣＥセンターにおいて取扱量の拡大を加速させ、

収益寄与の本格化を図る段階と位置づけています。さらに、
2026年度には名古屋鳴海ＣＥパークが稼働します。これらの
拠点の稼働進展を踏まえ、新設拠点における稼働率向上に
向けた営業活動を強化するとともに、既存拠点を含めた供給
体制の最適化を進めます。
　また、生産工程の効率化や輸送体制の見直しにより収益性
の向上に取組むとともに、国産木質資源の活用拡大による資
源循環の高度化を推進し、量的拡大を加速させていきます。

石膏ボードの再資源化処理Topics

2026年度の見通し及び中期的な戦略
　今後の中期的な戦略として、資源循環事業は、建設副産
物の再資源化を通じた資源循環の高度化を推進し、収益基
盤の強化を図ります。
　2026年度は、住宅市場の動向に引き続き注視が必要で
あるものの、2023年に開設した柏リサイクルガーデンを含
む既存拠点の活用を進め、処理能力の拡充と再資源化効率
の向上に取組みます。また、エリア展開営業の強化やイン
ナーシェアの拡大により受注量の拡大を図るとともに、建

設現場における分別収集の徹底の呼びかけを通じて、再資
源化率の向上を進めます。加えて、これまで外部委託してい
た石膏ボードの再資源化処理の一部内製化を推進し、コス
ト構造の改善と収益性の向上を図ります。
　これらの取組みを通じて、資源循環事業の持続的な成長
と企業価値の向上に貢献していきます。

　これまで外部委託していた石膏ボードの再資源化処理に
ついて、飛島リサイクルパーク及び千葉リサイクルランドに
おいて一部工程の内製化に取組んでいます。
　石膏ボードは、安価で断熱・遮音性が高く、加工しやすいた
め建設現場で広く使われている資材です。石膏を主成分と
する石膏ボードは、再度石膏ボードの原料に再資源化するこ
とができますが、その内製化が当社の課題となっていました。
　当社では、石膏ボードを再資源化するための設備を導入

し、処理の一部を内製化できる体制を構築しました。これに
より、費用をかけて外部委託していた処理工程の効率化が
進み、処理コストの低減やリードタイムの短縮につながるこ
とが期待され、2026年度の本格稼働を計画しています。
　今後も、内製化の範囲拡大や処理技術の向上に取組むこ
とで、再資源化率の向上と資源循環の高度化を図るととも
に、資源循環事業の収益性向上につなげていきます。
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2025年度営業概況 　2025年度は、住宅市場において資材高騰による住宅資材価格の高止まりや、
同年４月に改正された建築基準法による申請・承認業務の遅延の影響を受け、新築
着工件数が減少する等、不透明な事業環境が続きました。こうした状況のもと、資
源循環事業ではエリア展開営業の強化やインナーシェアの拡大に取組み、受注
量の確保を図りました。特に地域密着型の中堅建設会社への営業強化や、広域認
定制度を活用した提案活動を進めたことで、取扱数量は増加しました。また、
2023年開設の柏リサイクルガーデンの順調な稼働により処理能力が拡大し、分
別収集の徹底による再資源化効率の向上に向けた取組みと合わせて、収益性の
改善に寄与しました。これらの取組みにより、売上高・利益ともに伸長しました。
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バイオマスボイラによる脱炭素ソリューションTopics
　バイオマテリアル事業では、新たな取組みとしてバイオマ
スボイラの導入提案を進めています。
　バイオマスボイラは、化石燃料に代わり木質燃料を使用
することで、カーボンニュートラルの実現に寄与する設備
です。
　当社では、パートナー企業のボイラを活用した提案を行
うとともに、木材チップの供給から燃焼灰の適正処理に至

るまで、一体的なサポート体制を構築しています。これによ
り、お客様の脱炭素化ニーズに対応するとともに、安定的な
燃料供給を通じた継続的な関係構築につなげています。
　今後も、バイオマスボイラの普及を通じて木質資源の有
効活用を推進し、資源循環の高度化とバイオマテリアル事
業の付加価値向上に取組んでいきます。
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物流機器製造販売、グループ会社（警備請負・人材派遣、環境コンサルティング）

　環境物流事業では、木質パレット等の物流機
器の製造・仕入・販売に加え、不要物流機器の買
取やリユース・リメイクを通じて、物流資材の循
環利用を推進しています。リメイクによる仕様変
更提案等により、顧客ニーズに対応した資源の
有効活用を図っています。
　また、グループ会社においては、環境・ESG分
野に関するコンサルティングや人材育成、統合報
告書制作支援等のサービスを提供しています。さ
らに、警備・人材派遣等のサービスも展開し、グ
ループとして事業領域の拡大を図っています。

（株）フルハシ環境総合研究所

ASAP SECURITY（株）

2025年度営業概況 　2025年度は、物流業界における効率化ニーズや環境対応意識の
高まりを背景に、環境物流事業では物流機器のリユース・リメイク
提案に注力しました。不要物流機器の買取や再利用を通じて顧客
のコスト削減や環境対応に貢献し、受注拡大につなげました。
　また、環境・ESG分野に関するコンサルティングサービスにおい
ては、ライフサイクルアセスメント（LCA）等のカーボンニュートラ
ル関連支援に引き続き取組むとともに、新たに開始したサステナビ
リティ評価プラットフォーム「EcoVadis」への対応支援サービスが
顧客ニーズを捉え、受注拡大に寄与しました。 
　これらの取組みにより、セグメント全体としては堅調に推移しました。

25年の歩みと事業領域

主な支援実績（直近３年）

　フルハシ環境総合研究所は、「環境」に特化したコンサルティング会社
として2001年にあゆみ始めました。 
　環境分野のコンサルティング会社がまだ限られている中で事業を開
始、時代のニーズとともに徐々にサービス領域を広げ、環境経営、環境教
育、EMS体制構築、レポーティング等の分野において、企業や行政の環
境・サステナビリティへの取組みを支えてきました。 
　近年では、企業のESG経営への取組みが進展する中、サステナビリティ
経営やカーボンニュートラル支援、情報開示支援、統合報告書の制作等
サービスの拡充を図ってきました。お客様の多様なニーズに対応するた
め、サービスの高度化と提供体制の強化を進めています。

2026年度の見通し及び中期的な戦略
　今後の中期的な戦略として、既存事業とのシナジーを活
かしながら、環境価値の提供領域の拡大を図ります。
　環境物流事業においては、物流機器のリユース・リメイク
を軸に、製品ライフサイクル全体を捉えた提案を強化し、顧
客基盤の拡大と収益力の向上を目指します。

　環境・ESG分野に関するコンサルティングサービスでは、
カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミー関連の需要
拡大を捉え、サービスの高度化と人材基盤の強化を進めます。
これらの取組みを通じて、グループ全体の事業領域の拡張
と持続的な成長に貢献していきます。

〈出展実績〉

■ 2025NEW環境展／地球温暖化防止展　2025年５月28日～30日　東京ビッグサイト
■ メッセナゴヤ2025　2025年11月５日～７日　ポートメッセなごや（初回開催から20年間連続出展）
■ 2026 SMART ENERGY WEEK/BIOMASS EXPO　2026年３月17日～19日　東京ビッグサイト
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環境価値を社会に広げる知の拠点
－フルハシ環境総合研究所 25年の歩み－

フルハシ環境総合研究所は、2026年に創立25周年を迎えました。
創業以来、お客様の環境・サステナビリティへの想いをくみとり、取組みを伴走支援することで、持続可能
な社会の実現に貢献してきました。
本特集では、その歩みを振り返るとともに、現在の事業領域やグループにおける役割についてご紹介します。

特集 2

代表メッセージ
　本年、当社は創立25周年を迎えることができました。これもひとえに長年にわ
たりご支援・ご愛顧を賜りましたお客様、パートナー、グループ会社の皆様のおか
げであり、心より厚く御礼申し上げます。
　「環境で未来をクリエイトする」。当社はフルハシEPOグループの一員としてこ
のビジョンを共有し、設立以来、延べ約6,000件のプロジェクトを通じて、お客様
の環境・サステナビリティへの取組みを実務面から支えてまいりました。今後も絶
え間なく変化する社会のニーズに合わせてサービスを進化させるとともに、企業
や自治体への支援を通じて得た経験・知見をグループに還元し、フルハシEPOグ
ループ全体の価値向上にも貢献してまいります。
　これまでと変わらず、お客様の課題に真摯に向き合い、一社一社に寄り添った
伴走型支援を継続することで、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。代表取締役所長 浅井 豊司

情報開示支援
■EcoVadis回答支援
■統合報告書・サステナビリティレポート制作支援

社会課題解決支援
■カーボンニュートラル関連業務
■サーキュラーエコノミー関連業務

129件
10件
15件
8件
28件
26件

人材育成・普及啓発
■セミナー・研修実施
■環境教育・普及啓発事業

9つの領域を
サポート

外部評価対応
・情報開示

気候変動
対策

生物多様性
対策

デュー・
デリジェンス

環境
マネジメント

サステナブル
経営推進

BCP策定
・運用

環境教育

サーキュラー
エコノミー対策

展示会への出展Topics
　長年にわたる再資源化における経験や強み、安定的な木材チップの供給体制等を
ご理解いただくために、2025年度は展示会へ３回出展しました。
　今後も、展示会への出展を通じて当社の取組みの発信を強化するとともに、新た
な事業機会の創出やお客様との関係構築につなげていきます。
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サステナビリティへの取組み
当社は中期経営計画で「木質資源を軸にしたサーキュラーエコノミー・再生可能エネルギー時代の牽引」を
掲げ、サステナビリティを企業価値向上の基盤と位置づけています。ガバナンス体制の強化とカーボン
ニュートラル、環境・社会への取組み、ステークホルダーとの共創を通じて、未来志向のサステナブル経営を
推進します。

マテリアリティ
当社の経営理念を実現するため、優先的に取組むべき6つのマテリアリティ（重要課題）を特定しました。特
定にあたり国際基準（GRIスタンダード等）をもとに検討しました。これらのマテリアリティに基づき、中長
期的な視点で社会の持続可能な成長と企業価値向上のため、取組みを推進します。

サステナビリティ方針
　当社は従来の環境経営方針を発展させ、サステナビリティ戦略を取り入れた『フルハシＥＰＯグループ サステナビリティ方
針』を2026年５月に制定しました。

サステナビリティ推進体制
　当社ではサステナビリティ推進室が、主要部門やグループ会
社である株式会社フルハシ環境総合研究所と連携の上、ESG
戦略の策定・実行及び非財務情報開示を実施しています。
　2025年度は、ガバナンス体制として代表取締役社長が委員
長を務めるサステナビリティ委員会を経営会議の諮問機関に位
置づけ、重要なサステナビリティ課題の把握及び優先度付け、気
候変動対応を含む中長期的な方針・目標案の検討、サステナビ
リティ関連リスク・機会に関する情報の集約と経営会議への報
告・提言を行いました。その下部組織としてサステナビリティ実
行委員会を編成し、その中に気候変動対策に向けたカーボン
ニュートラル部会を設け、グループ全体でのScope1,2,3の算定
を進めるとともに、削減に向けた検討を進めました。
　なお、2026年５月よりサステナビリティ委員会を取締役会
の直属機関として設置しています。

地球のため
(地球環境)

社員のため
(従業員)

世
の
た
め

　人
の
た
め

　地
球
の
た
め

　社
員
の
た
め

　持
続
可
能
な
社
会
を
創
造
し
ま
す

経営理念 マテリアリティ 取組み事項 2025年度の関連する取組み 関連ページ

世のため
(社会) P.31

P.29
● 「優良産廃処理事業者認定制度」へ
の対応

● 健全性・効率性及び透明性を高めた
経営体制の構築

● eラーニングによる社内研修の実施

● 監査等委員会設置会社へ移行

法令遵守の徹底と
公正・公平な経営の
実践

● 名古屋ＣＥセンターの稼働により、
6,860tの木材チップを生産

● 量的拡大戦略による木質バイオマス取
扱量の増加（前年度比58,740t増加）

● 再資源化量拡大により社会の廃棄
物発生削減に貢献

資源循環社会の
実現

● サステナビリティ委員会の開催（年4回）

　◆ 電動重機の効果検証（カーボンニュート
ラル部会）

　◆ CO２フリー電力の継続使用

● 川崎バイオマス発電所、CEPO半田バイ
オマス発電所へ木材チップ供給

● 再エネ・カーボンニュートラル燃
料・EV等導入及び省エネによる自
社のCO2排出量の削減

● バイオマス発電（再生可能エネル
ギー）拡大への貢献

カーボン
ニュートラル
社会の実現

P.30
P.29● ダイバーシティ採用の推進

● 男性育児休業取得の推進
● ダイバーシティ、働き方改革の進展

誰もが働きやすい
職場づくり

P.28

● 安全パトロール、安全運転講習、作業環境
整備等による事故発生防止対策の実施

● ヒヤリハット報告の回収と全社への横展開

● 指差し呼称実施の定着活動

● 6S活動による職場環境の整備・改善

● 労働災害の発生防止

● 安心・安全・快適な職場環境の整備
労災・事故のない
職場環境づくり

人のため
(地域社会)

地域社会の
安心・安全の確保

● 名古屋ＣＥセンターの開設による地域経
済及び地域雇用の活性化

● 全工場にて作業環境整備に努め、工場敷
地境界線での騒音測定は基準値以内で
良好

● 自主的な近隣清掃活動の実施

● 能登半島地震の災害廃棄物の受け入れ
支援

● 拠点展開による地域経済への貢献

● 振動・騒音・粉塵等への対策並びに
工場災害・事故の防止による地域
住民の生活環境の保全

● 災害廃棄物の受け入れ等災害時連
携の推進

● 地域清掃活動等による社会奉仕活
動の実施

P.16

P.28

フルハシＥＰＯグループ サステナビリティ方針

私たちは、経営理念『世のため 人のため 地球のため 社員のため 持続可能な社会を創造します』のもと、木質バイオ
マスの循環経済（サーキュラーエコノミー）を牽引し、炭素中立（カーボンニュートラル）に貢献することにより、安心・
安全・信頼のある明るい豊かな社会実現を目指す。

理　　念

１．木質バイオマス サーキュラーエコノミーの推進およびリサイクル率100%を堅持する。
２．木質バイオマス発電・熱利用を創出、カーボンニュートラル社会に貢献する。
３．グループ全部門で、省資源・低エネルギー化に取組む。
４．サプライチェーン全体での環境負荷低減に向け、サプライヤーとの連携強化、ならびに地域社会ほか幅広いステー
クホルダーとの共創に取組む。

５．気候変動関連およびサステナビリティに関する非財務情報開示を通し、ステークホルダーとの信頼関係を構築する。
６．法令遵守の上、国際的な環境基準を参考に、より高い環境目標を設定し実現に努める。
７．環境影響を低減し、環境保全に取組む。
８．グループ全従業員でエコ検定を取得し、環境教育を通し、環境に関する専門性を高める。
９．本方針達成のために、「EA21推進委員会」を組織し、事業活動を推進する。

基本方針

サステナビリティ委員会

カーボンニュートラル部会

サステナビリティ
実行委員会

事務局

実行委員 中日本
バイオマテリアル生産部

サステナビリティ推進室

（株）フルハシ環境総合研究所

東日本
バイオマテリアル生産部

生産管理部

情報システム室

財務経理部

（株）フィニティ

経営会議

〈 組織体制図 〉

〈 マテリアリティ一覧と取組み 〉

課題の抽出
ステップ1

インパクト評価
ステップ2

レビュー・承認
ステップ3

取組みの進捗管理
ステップ4

継続的な見直し
ステップ5

社会課題のリストとして幅広く活用されて
いる「GRIスタンダード」の項目より、以下
観点から当社に関連する課題を抽出する。

ステップ1で抽出された項
目のインパクトを評価し、特
に大きく影響を受けるまた
は大きく影響を与える項目
を絞り込む。さらに優先順
位づけをし、「経営理念」に
沿って整理し、当社のマテ
リアリティとして特定する。

特定されたマテリア
リティについてステー
クホルダーへヒアリ
ングを行う。その後経
営層との意見交換に
よりさらにブラッシュ
アップし、取締役会に
て承認を得る。

具体的な取組み項目
を決定し、課題解決に
向けて事業戦略へ取
込み、PDCAサイクル
にて進捗を管理する。

社会情勢や当社経
営戦略等に合わせ
て、継続的に見直す。

①バリューチェーン分析
　バリューチェーン全体の社会影響の洗
　い出し
②ステークホルダー分析
　各ステークホルダーの課題、当社の対応
③経営・事業分析
　将来発生する可能性のある経営課題

〈 マテリアリティ特定プロセス 〉

P.7

P.23

P.27

P.16

P.26

P.15
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環　境

事業活動による環境負荷をより少なくするため、エコアクション21（EA21）に基づく環境マネジメントシス
テムの推進、環境負荷の把握、そしてカーボンニュートラルの実現に取組んでいます。

認証・登録証

フルハシEPO

再資源化率 100%

● 廃棄物処理・再資源化

バイオマテリアル事業

再資源化率 81.9%
資源循環事業

INPUT

● 原 材 料
廃棄物等（原材料） ※2

555,718t
● 水
上水道水

65,999m3
● エネルギー

6,303千kWh
1,576kL
63kL
417 L
349㎥
29㎥

購 入 電 力
軽 　 　 油
ガ ソ リ ン
灯 　 　 油
L P G
都 市 ガ ス

※1 OUTPUT

899t
● 焼  却

● 最終処分量（埋立）
3,610t

● 再資源化（木材チップ）
バイオマテリアル事業

530,744t
● 再資源化（石膏原料ほか）
資源循環事業

20,465t

● 大気への排出

6,811t-CO2eCO2排出量
（Scope1+2）

※1

※１ 国内連結子会社の活動を含む。　※2 廃棄物等の再資源化処理を受託し、製品として出荷した量をINPUTとしています。

環境マネジメント
　当社は2012年よりエコアクション21（以下、EA21）を導入しています。
　EA21は、環境省が策定した日本独自の環境マネジメントシステムであり、
PDCAの手法に基づいて組織や事業者等が環境活動を自主的かつ継続的に
改善を行うための方法を定めています。
　当社では環境マネジメントを継続的に推進するための組織、役割及び責
任を定めています。特に、EA21推進委員会における環境活動は、EA21ガイ
ドラインの要求項目に合わせて目標や活動内容を定め、各拠点での活動状

況や拠点独自の取組み内容のとりまとめや、
エネルギー使用量実績等の数値変化を情報
共有し、改善を繰り返し行うことで、当社全体
での継続的な環境負荷低減を目指していま
す。2025年度は、各拠点にてエネルギー総点
検として、照明や家電類の運用方法の見直し
を実施しました。
　2025年10月時点での中間審査では、新設
工場を除く18拠点でのEA21認証継続となり
ました。当社は引き続き全拠点でのEA21認
証取得に向けて、取組んでまいります。

〈 組織体制図 〉

営業所・事業所 工　　場

環境管理責任者

EA21推進委員会

代表取締役

愛知第一工場（春日井）

愛知第二工場（弥富）

愛知第六工場（豊田元町）

愛知第五工場（清須）

愛知第七工場（半田）

愛知第八工場（一宮）

岐阜第一工場（多治見）

静岡第一工場(掛川)
静岡営業所

飛島リサイクルパーク

千葉リサイクルランド

岐阜第二工場（大垣）

滋賀第一工場(栗東)

東東京工場（松戸）
東東京営業所

西東京工場（入間）
西東京営業所

湘南工場

広島工場

柏リサイクルガーデン

本　　社

横浜営業所

千葉営業所

三重工場

三重第二工場（津）

事業活動に伴う環境負荷の全体像

　当社では事業活動に伴う原材料、資源やエネルギー等の使用量及び環境負荷を、INPUT→OUTPUT（インプット・アウト
プット）データとして把握し、さらなる環境負荷低減、再資源化率の向上に向けて様々な取組みを進めています。

再資源化率の向上

　当社のバイオマテリアル事業の再資源化率は引き続き100％
を維持しています。資源循環事業の再資源化率は概ね82％前
後で推移しており、2025年度は81.9％でした。外壁材（サイ
ディング）の取扱量増加及び安定型埋立への委託出荷により、
前年度と比べ、再資源化率が微減となりました。
　当社は長年の事業活動により、地域の廃棄物削減と資源有
効活用を両立させてきた実績を踏まえ、今後もバイオマテリア
ル事業で再資源化率100％を維持するとともに、資源循環事業
では選別方法の強化等各種改善策を推進し、サーキュラーエコ
ノミーの実現に貢献します。

再資源化できない廃棄物の適正処理

　資源循環事業では住宅建設現場等にオリジナル分別コンテ
ナを設置し、グループ会社により回収したものを当社工場で選
別・分別しています。こうした建設副産物のうち再資源化が困
難なものについては、焼却または最終処分（埋立）を委託する
ことにより適正に処理しています。
　2025年度に焼却・埋立を委託した廃棄物量は4,509ｔとな
り、前年度比で11％増加しました。内訳としては焼却量が899ｔ
で前年度と横ばいとなった一方で、埋立量は3,610ｔで前年度よ
り14%増加しました。これは建設副産物の取扱量が増加したこ
とに伴い、安定型埋立が必要となる廃棄物が増えたためです。
　当社グループでは今後も、処理委託する廃棄物量の削減に
向け取組みます。

水使用量の削減

　当社の2025年度における水使用量は65,564㎥（単体・前年
度比17％増）となりました。主な増加要因は、2025年４月の子
会社吸収分割により当社工場となった２工場を含む３拠点が
稼動を開始したためです。当社では、木材チップ生産時に発生
する粉塵を抑制するために水を使用しており、その使用量は
2019年度の48,456㎥から増加する一方で、木材チップ生産量
当たりの水使用量は概ね0.12㎥/t前後で推移しています。
　当社では、EA21の一環として節水強化月間を設けており、
全拠点の朝礼で節水を呼びかけるとともに、節水ポスターを掲
示することで、従業員の節水意識を高めています。加えて、配
管・ホースの漏水点検・修理、散水量の最適化、雨水タンク活用
を推進し、水資源の有効活用にも取組んでいます。引き続き、節
水に取組むとともに環境負荷の低減を図ってまいります。

［ 各事業における再資源化率の推移 ］
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カーボンニュートラル社会の実現に向けて
　当社グループは日本政府の脱炭素実現年である2050年よりも3年
早く、創業100周年となる2047年にカーボンニュートラル達成※を目
標としています。さらにそこからバックキャストし、2030年のCO2排
出量を2019年度比で50％削減※することを目標としています。
　この目標達成に向け、「現状把握」と「対策実施」の2項目に大別し
て、社内で活動を実施しています。まずは現状把握として事業活動に
伴うCO2排出量の把握と省エネ診断の実施、さらに製品のLCA実施
を行います。そして対策実施として省エネ性能が高い設備への入れ替
えの推進、工場重機の電動化、CO2フリー電力の導入拡大、より環境
性能の高い社有車への切り替え、並びに使用状況に応じた減車等を
順次進めています。
※Scope1+2排出量の合計を対象にしています。

フルハシEPOグループのカーボンニュートラル目標

Scope1+2排出量 50%削減（2019年度比）

Scope1+2排出量 実質ゼロ（カーボンニュートラル）

具体的な削減方策として以下の取組みを推進していきます。

現状把握
● 事業活動に伴うCO2排出量（Scope1, 2, 3）の把握
● 省エネ診断の実施　● 製品LCAの実施

対策実施
● 省エネ性能の高い設備への入れ替え
● 工場重機の電動化　● CO2フリー電力の導入拡大
● 社有車の削減　● より環境性能の高い社有車の使用

2030年

2047年

CO2排出量（Scope1＋2）

　2019年度以降、事業拡大に伴いCO2排出量は増加傾向にあり、
2025年度のCO2排出量は6,811t-CO2eとなり前年度より微増とな
りました。内訳をみるとScope 1（燃料等による直接排出）は燃料使用
増に伴う増加の一方で、Scope 2（電力使用に伴う間接排出）は新拠
点稼働による電力消費拡大と関東拠点の契約電力排出係数上昇が重
なり、想定以上の増加となりました。木材チップ生産１t当たりのCO2
排出量の微増も、主に契約電力係数の上昇によるScope 2増加が要
因です。
　事業成長に伴い今後も生産量の増加が見込まれる中、総排出量の
抑制が課題です。設備の高効率化・運用改善による消費エネルギー低
減、電力調達見直し・再エネ活用や新設拠点での省エネ設備導入・運
用最適化により、事業成長とCO2排出低減を両立してまいります。

安全委員会　

　2025年度当委員会では、労働災害発生防止のため、指
差し呼称の徹底を目的とした『指差し呼称実施率』の調査
や、工場危険箇所の指摘を行う安全パトロールを実施し
ました。またヒヤリハット報告の回収・展開や6S活動、安
全運転講習会の開催による事故の未然防止に注力してい
ます。また、万が一事故が発生してしまった場合は、全社
展開による注意喚起を行い、事故の直接的な原因究明だ
けでなく、ソフト・ハード面の改善による根本的な解決を
図ります。なお、2026年4月より安全対策強化を目的とし
て、生産本部に安全保全室を設置しています。
　従業員がより安心して安全に働ける環境づくりを目指
し、引き続き職場環境の整備に取組みます。

衛生委員会

　従業員の健康障害を防止し、健康を保持増進するため
の基本対策を調査審議することを目的に、対象事業場で
ある本社では衛生委員会を設置し毎月活動しています。
　従業員の健康障害の防止の基本的な対策に関するこ
と、労働災害の原因及び再発防止対策に関すること等に
ついて話し合うとともに、産業医による職場巡視や健康
相談、衛生教育、ストレスチェック等を主な活動内容とし
て、従業員が健康で安全に働ける職場環境づくりに取組
んでいます。

CDP評価で最高ランク「B」獲得

　CDPによる2025 年度の気候変動に関する調
査に初めて回答し、CDP2025コーポレートSME
版の最高スコアである「B」を獲得しました。
　CDPは企業や組織の気候変動に関する取組み
や情報開示の充実度を評価する国際的な枠組み
であり、今回の評価は当社の取組みが一定の水準
にあることが外部から認められたものと受け止め
ています。 
　当社では、今後も開示内容のさらなる充実と取
組みの高度化を図り、持続可能な社会の実現に貢
献していきます。

全社で取組む省エネ活動

　EA21推進委員会が主導し、全社を挙げて省エネルギー活動
に取組んでいます。2025年度は、6月、9月、10月に「エネルギー
総点検」及び「低エネ推進月間」を実施しました。エアコンの点
検・清掃、こまめな消灯、設備不使用時の電源オフ等の空調・照
明対策に加え、破砕機や重機・フォークリフトの効率的運用、未
使用時のエンジン停止、ハイブリッド車・低燃費車の導入、作業
動線の見直し等、幅広く取組みました。
　カーボンニュートラル目標の達成に向けて、日々の業務の中
で省エネルギーを意識し、継続的に改善を積み重ねていくこと
が重要です。今後も全従業員参加による省エネルギー活動を推
進します。
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12.8

Scope 2Scope 1
木材チップ生産量当たりのScope1＋2排出量

社　会

従業員一人ひとりが心身ともに健康的に働くための社内体制整備、そして地域の皆様に愛される企業とな
るための地域社会貢献活動を積極的に推進しています。

〈 安全衛生 〉

労働災害の防止と従業員の健康確保を図るため、安全衛生管理体制を明確にするとともに、自主的かつ計画的な安全衛
生管理活動を実施しています。また、各事業場の規模に応じて安全推進者や衛生管理者、産業医等を設置し、快適な職場
環境づくりを推進しています。

基本的な考え方

委員長
代表取締役 山口昭彦

安全アドバイザー
特定社会保険労務士

事務局 人事部
（（株）フルハシ環境総合研究所）

オブザーバー
代表取締役 山口直彦

東日本バイオマテリアル生産部中日本営業部

安全委員

管理本部

東日本営業部

中日本バイオマテリアル生産部（名古屋Ｇ）

資源循環生産部

中日本バイオマテリアル生産部（弥富Ｇ） 経営戦略本部

（株）フィニティ・輸送部門

中日本バイオマテリアル生産部（春日井Ｇ）

安全活動指標（2025年度）
◆ ヒヤリハット報告件数：119件
◆ 安全パトロール実施回数：1回
◆ 安全教育・講習実施回数：21回

2025年度の実施内容
◆ ストレスチェック
◆ 産業医面談

◆ 衛生講話（毎月）
◆ 職場巡視（隔月）

災害復興支援と防災への備えを
通じた社会貢献活動
　当社は、令和6年能登半島地震の復興支援とし
て、2025年1月から6月まで災害廃棄物（木くず）を
当社工場で受け入れ、バイオマス燃料として再資源
化しました。また、愛知県常滑市との「災害等発生
時における物資調達に関する協定」に基づき、備蓄
物資の更新に伴い2026年３月10日に同市へ強化段
ボールベッド100台を寄贈しました。
　今後も地域社会と
の連携を深め、災害
復興支援や防災、循
環型資源活用に取組
んでまいります。

FY2025 Snapshot
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動植物園への支援を通じた
社会貢献活動
　当社は2024年11月より継続して名古屋市
にある東山動植物園の「動物スポンサー」に
認定されています。動物スポンサーとは、東
山動植物園を企業が支援する制度であり、ス
ポンサー料は名古屋市への寄付金として東山
動植物園の動物のエサ代等に活用されてい
ます。当社は絶滅
危惧種であるアジ
アゾウ、マレーバク
の動物スポンサー
を務めています。

FY2025 Snapshot

〈 人的資本 〉

当社グループは、企業価値創造の源泉である人的資本への取組みを最優先課題の一つとして位置づけ、人材投資戦略を
推進しています。今後も、以下の取組みを実行することにより、企業価値の向上を図ります。

基本的な考え方

①将来を支える人材の確保と育成　②働く環境の整備と向上　③人材の多様性の確保

将来を支える人材の確保と育成
　当社は、人的資本への投資による人材確保と生産性向上が重要であると認識しています。そのため、生産部門を中心に毎年
人員の増強を推し進めるとともに、給与増額、業績連動性を高めた人事制度の導入、階層別・部門別研修等の施策を実施、採
用力の強化と人材の定着・育成を図っています。

働く環境の整備と向上・人材の多様性の確保
　人権を尊重する会社風土の醸成と働きやすい環境の整備に努めています。
　また、多様性のある人材の確保・育成に努めるとともに、多様な背景を持つ全ての従業員が活躍できる環境づくりのため、
各種取組みや制度拡充を図っています。

人的資本への投資

　経営理念に基づき「自ら未来を創造する」人材の育成を
基本方針としています。従業員一人ひとりの多様性を尊
重し、働きがいをもって自己実現に向かう人材育成を目
指し、教育研修システムの充実や自己研鑽支援に取組ん
でいます。
　新入社員教育や若手のフォローアップ研修のほか、全
社的に実施しているeラーニング、部門ごとに必要な専門
知識を習得する部内研修、階層別研修を実施する等、将
来を支える人材の育成・強化を図っています。

現場力を支える人材採用

　事業の持続的な成長を支える人材の確保に向け、新
卒・中途採用を通じて多様な人材の採用を行っています。
とりわけ、現場力の強化に資する人材や専門性を有する
人材の確保に注力しています。
　2025年度は、拠点拡大に伴う人員需要の増加に対応す
るため、工場に勤務する人材の採用強化に取組みました。
　入社後は教育・研修を通じて、早期の戦力化と定着の
促進を図っています。

人事制度の改定

　2026年4月より、人材育成の強化と評価・処遇の納得
性向上を目的に人事制度を改定しました。従来制度では、
評価基準や役割定義のばらつき等の課題があったことか
ら、社員一人ひとりが自身の成長課題や期待される役割
を明確に認識できる仕組みへと見直しています。
　新制度では、等級ごとに求められる役割・責任を明確化
するとともに、部門別・等級別の評価基準を整備しまし
た。また、目標達成度に加え、業務プロセスや行動面も含
めて多面的に評価する仕組みとし、自己評価を取り入れ
た双方向の評価プロセスを導入しています。評価の透明
性を高めるとともに、上司との対話を通じた成長支援を
図っています。
　本制度を通じて、社員の定着と能力発揮を支え、持続的
な企業価値向上につなげていきます。

ワークライフバランス

　当社では、従業員一人ひとりが安心して働き続けられる環境づく
りの一環として、ワークライフバランスの推進に取組んでいます。
　長時間労働の抑制に向けては、労働時間の可視化や管理強化、業
務効率化の推進に取組んでいます。また育児と仕事の両立支援とし
ては、eラーニングを通じた制度の周知や制度を活用しやすい職場風
土の醸成に努めています。
　今後も、従業員の多様なライフスタイルに対応した働き方の実現
に向け、各種施策の充実を図っていきます。

女性活躍推進

　多様な人材が活躍できる職場づくりの一環として、女性活躍の推
進に取組んでいます。
　2026年3月31日現在における女性従業員数は101人で、従業員数
の28.1％を占めています。また、新卒採用における女性比率は30.8％
となっており、将来に向けた人材基盤の拡充を図っています。
　加えて、女性のキャリア形成支援や働きやすい環境整備を進める
とともに、管理職登用の促進にも継続的に取組んでいます。その結
果、2025年度の女性管理職比率は5.3％となりました。
　今後も、女性が能力を発揮し、長期的に活躍できる環境づくりを進
めることで、組織の多様性向上と持続的な成長につなげていきます。

ハラスメント防止

　当社では、「ハラスメント等防止規程」を整備し、ハラスメント
の未然防止と早期対応に取組んでいます。
　防止に向けては、管理職を含む全従業員を対象としたハラス
メント防止研修を実施し、理解の浸透を図っています。また、定
期的な面談の実施や職場コミュニケーションの促進を通じて、
風通しの良い職場環境づくりに取組んでいます。
　相談体制としては、社内外に相談窓口を設置し、匿名での相
談にも対応可能としています。相談者のプライバシー保護や不
利益な取扱いの禁止を徹底するとともに、事案発生時には迅速
な事実確認と適切な対応を行い、再発防止策の検討・実施まで
一貫して対応しています。
　今後も、従業員が安心して働ける環境の維持・向上に向け、予
防・対応の両面から取組みを強化し、健全な組織風土の醸成に
つなげていきます。

　［ 育児休業取得率 ］ 女性
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実施している教育研修の例
◆ 新入社員研修
◆ eco検定取得サポート
◆ 社外研修・セミナー
◆ フォローアップ研修（入社2年目までの若手社員）
◆ 社内研修（eラーニング、部内研修）
◆ 階層別管理者研修
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ガバナンス

廃棄物処理業を営む当社グループは環境関連法規制の遵守徹底を最も重要な経営課題と位置づけていま
す。様々なステークホルダーの信頼に応えることができるコーポレート・ガバナンス体制の構築と強化に努
めます。

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
　当社は持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上を目
指すとともに、法令遵守と経営の透明性を確保するため、経
営と執行に対する実効性の高い監督機能を確立し、様々なス
テークホルダーの信頼にこたえることのできるコーポレー
ト・ガバナンス体制の構築を重視し、さらなる体制の向上に継
続して取組んでいきます。

〈 コーポレート・ガバナンスに関する基本方針 〉
① 株主の権利・平等性を確保する。
② 様々なステークホルダーと適切に協働する。
③ 適切に情報開示をし、透明性を確保する。
④ 取締役会等による業務執行の監督機能の実効性を確保する。
⑤ 株主と建設的な対話を実施する。

〈 コーポレート・ガバナンス体制の変遷 〉
◆ 2017年より社外取締役を選任
◆ 2019年より社外監査役を選任
◆ 2020年より監査役会を設置
◆ 2022年より取締役会の諮問機関として、任意の指名報酬委員会を設置
◆ 2025年6月より監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行

コーポレート・ガバナンス体制

　当社は取締役会制度・監査等委員会制度を採用していま
す。取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会
の構成員とすることにより、取締役会の監督機能を強化する
とともに、業務執行の適法性・妥当性の監査・監督機能の強化
とコーポレート・ガバナンスの一層の充実を図っています。ま
た、企業統治の体制を補完するものとしてコンプライアンス
委員会を設置しており、2022年２月14日に取締役会の諮問
機関として任意の指名報酬委員会を設置しています。

取締役会

　当社の取締役会は８名の取締役で構成しています。うち
４名は独立社外取締役であり、専門性や多様性といった観
点から2名の女性取締役が含まれています。取締役会は毎
月1回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し
ます。
　取締役会規程の決議事項・報告事項に従い、当社の株主
総会の決議により授権された事項、経営に関する基本方
針、重要な業務執行に関する事項のほか、法令及び定款に
定められた事項及び重要な業務の執行状況について報告
を受けています。

［ 取締役会の活動状況 ］
　2025年度において、当社は取締役会を合計13回開催し
ており、取締役の出席状況は100％でした。
　主に中期経営計画達成に向けた取組みに関する議論、
株主総会に関する事項、予算・決算の財務に関する事項に
ついて議論を行うほか、月次業績の状況、業務執行状況等
について適切に報告を受けました。

※上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定
款第24条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書
面決議が４回ありました。

監査等委員会

　監査等委員会は監査等委員である取締役４名で構成さ
れ、定例監査等委員会を毎月１回開催するほか、必要に応
じて臨時監査等委員会を開催します。監査等委員は取締役
会に出席し、必要に応じて意見を述べ、取締役会及び内部
統制部門等から適宜業務の執行状況を聴取し、重要な決
裁文書や財務諸表等を閲覧する等して監査を行います。ま
た、監査等委員会が選定する監査等委員は重要な社内会
議に出席する等して、取締役の職務執行の適正性及び適法
性を監査します。

［ 監査役会・監査等委員会の活動状況 ］
　2025年度において、当社は監査役会を合計４回開催し
ており、監査役の出席状況は83％でした。また、監査等委
員会を合計10回開催しており、監査等委員の出席状況は
100％でした。
　監査方針、監査計画、重点監査項目、取締役の職務の執
行の適正性、内部統制システムの整備・運用状況、会計監
査人の再任適否、会計監査人報酬等に関する同意判断、取
締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者案及び報
酬等に関する意見陳述権の行使要否等を検討しています。

指名報酬委員会

　当社は、取締役会の諮問機関として任意の指名報酬委
員会を設置しています。独立社外取締役及び取締役会の決
議によって選定された取締役である委員3名で構成してお
り、その過半数は独立社外取締役としています。
　同委員会は取締役会からの諮問に基づいて、グループ取
締役を含む取締役の指名・選解任及び報酬について審議
し、取締役会へ答申を行っています。

［ 指名報酬委員会の活動状況 ］
　2025年度において、当社は指名報酬委員会を合計２回
開催し、委員の出席状況は100％でした。
　指名報酬委員会における具体的な検討内容として、グ
ループ取締役の指名・選解任、グループ取締役の評価プロ
セスの設計及び評価、グループ取締役の個人別報酬の決定
方針、取締役のスキル開示方針、取締役に対する譲渡制限
付株式報酬制度の実施・執行役員の選解任等について原
案を検討して取締役会に答申しました。

コンプライアンス委員会

　コンプライアンス委員会は、グループ横断的なコンプラ
イアンス・リスクに対応するため、代表取締役社長が委員
長を務め、子会社の主管部門も含むリスク管理担当者で構
成しています。委員会では、廃棄物処理法をはじめ当社グ
ループにとって法令遵守のための管理体制やツール等の
グループ標準を定め、コンプライアンス・リスクに効率的に
対応しています。

［ コンプライアンス委員会の活動状況 ］
　2025年度において、コンプライアンス委員会を合計6回
開催しました。代表取締役社長、取締役４名、執行役員12
名の計17名が参加しました。
2025年  5月　2024年度クレーム報告管理、反社管理報告
2025年  7月　2025年度リスク管理報告
2025年  9月　内部統制報告制度
2025年11月　情報セキュリティ研修
2026年  1月　内部通報制度の運用状況
2026年  3月　ハラスメント研修

内部監査室

株 主 総 会

代表取締役

経営会議
（取締役、執行役員、
連結子会社取締役等）

監査等委員会

指名報酬委員会

コンプライアンス委員会
取締役会

各部門、連結子会社

会
計
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査
人

選任・解任選任・解任選任・解任

連携
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サステナビリティ委員会
報告
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内部監査

取締役会の構成（2026年6月23日現在）

50%
社外取締役比率

25%
女性取締役比率

〈 体制図 〉（2026年６月23日現在）
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取締役会の実効性評価

　当社は取締役会の機能及び実効性のより一層の向上の
ため、2026年３月に社外を含む全取締役に、2025年度にお
ける取締役会の実効性について段階評価及び自由意見を
記載する方式の質問票を配付し自己評価を実施しました。
　各取締役による自己評価の結果、取締役会の効率的な
運営や中期経営計画に関する審議等、「取締役会の運営」
について、2024年度から改善が見られ、実効性が向上して

いることを確認しました。一方、さらなる実効性の向上に
向けた主な課題として、社外取締役の知識取得への支援や
一層の審議の活性化及び事業リスクに係る議論の充実の
必要性が挙げられました。
　実効性評価結果を踏まえ、抽出された課題、寄せられた
意見については、改善に向けた検討、施策を推進し、さらな
る実効性の向上に努めます。

内部通報制度

　当社では、法令違反や不正行為等の早期発見と是正を
図り、コンプライアンス経営を強化することを目的に、内部
通報制度を設けています。当社グループの役職員による組
織的または個人的な法令違反等に関する通報、または法
令違反等に該当するかを確認する相談窓口を設置し、社内
通報窓口を総務部、社外通報窓口を弁護士事務所としてい
ます。利用対象者は当社グループの全従業員（契約社員や
パート・アルバイトを含む）及び退職者です。各窓口におい

ては、通報者のプライバシーは保護され、解雇や職場環境
の悪化等の不利益な取り扱いを通報者が受けないよう運
営を徹底しています。
　内部通報制度の内容については「内部通報規程」を整備
し、イントラネットやeラーニング研修を通じて当社グルー
プの全役職員に周知することで利用を促し、コンプライア
ンスの強化を図っています。

優良産廃処理業者認定制度

　本制度は、優良な産業廃棄物処理業者を評価し、産業廃
棄物の処理の適正化を図ることを目的に2010年に創設さ
れました。優良認定業者の認定基準には遵法性・事業の透
明性・環境配慮の取組み・電子マニフェストが利用可能で
あること・財務体質の健全性の５つの基準があります。この
認定を受けた産廃処理業者は、これらの基準を満たしてい
ると行政に認められたこととなるため、安心して処理を依
頼していただくことのできる産廃処理業者として判断する
ための一つの根拠になります。
　当社は三重県(2019年5月)、静岡県(2020年4月)、千葉
県(2021年6月)、豊田市(2021年12月)、愛知県(2022年

1月)、岐阜県(2023年10月)、千葉市(2023年10月)、広島
市(2024年4月)、及び神奈川県(2024年4月)と、計9件の
優良認定を取得しています。
　引き続き全拠点での優良認定取得に向けて、事業活動
を進めてまいります。

優良認定(広島市・神奈川県)

独立した立場と
実効性ある監督で
企業価値向上を支える

社外取締役メッセージ

社外取締役の役割
―異なる視点を経営に持ち込む―

監査等委員会設置会社への移行
　社外取締役の重要な役割は、会社の中の常識が、社会
一般や資本市場の視点から見ても本当に適切なのかを
客観的に確認することだと考えています。
　企業にはそれぞれ固有の文化や価値観があります。そ
れ自体は悪いことではありませんが、社内では当然と思
われていることが、社会一般の視点から見ると、必ずし
も適切とはいえない場合もあります。だからこそ社外取
締役には、株主をはじめとするステークホルダーの視点
を取締役会に持ち込み、執行側とは異なる視点から提
言をし、必要であれば経営判断の妥当性を追及する役
割が求められていると思います。
　また、ガバナンスには「守り」だけでなく、専門的知見か
ら持続的成長を支える「攻め」の視点も不可欠です。当社
の社外取締役４名は、スキルマトリックスに示されたよ
うにそれぞれ異なる専門性や経験を有しており、取締役
会や監査等委員会では多面的な議論が行われています。

倫理観に裏打ちされた独立性

　私自身は監査法人で40年以上、監査業務に携わって
きました。その中で、私が最も重要だと感じているのが
「精神的独立性」です。それは単なる制度上の要件を満
たすことではなく、「何が正しいか」を自ら判断できる精
神的な独立性です。
　企業は利益を追求する存在ですが、その過程でルー
ルの逸脱や社会的信頼を失うことがあってはなりませ
ん。私は、企業が健全に成長していくためには、倫理観に裏
打ちされた独立性が必要不可欠であると考えています。
　当社は木質資源の再資源化を通じて、循環型社会の
実現に貢献している会社です。社会課題の解決に真正面
から取組んでいる企業であり、その姿勢を事業そのもの
で示している点に、大きな価値があると思っています。

　ガバナンスをしっかり機能させることは、そうした企
業価値を社会から認めていただき、信頼していただくた
めにも非常に重要です。

　当社は2025年６月に監査等委員会設置会社へ移行し
ました。これは取締役会の監督機能を一層強化するとと
もに、権限委譲による迅速な意思決定を可能とし、経営
の公正性・透明性・効率性を高めることを目的としたも
のです。移行後は、執行側への権限委譲が進んだことで、
経営判断のスピード向上につながっていると感じていま
す。海外投資家から見ても理解しやすい制度であり、ガ
バナンス強化への姿勢を示す意味でも意義があると
思っています。
　監査等委員会の委員長としては、重要度の高い会議に
は全て出席し、内部監査室とも密接に連携しながら、会
社の実態を把握するよう努めています。私たち監査等委
員会が必要とする情報を適切に収集し、現場の状況を共
有してもらうことで、実効性ある監督機能につながって
いると考えています。

「攻め」と「守り」の両面で
企業価値向上を支える

　当社が掲げる「世のため　人のため　地球のため　
社員のため　持続可能な社会を創造します」という経営
理念は、まさに全てのステークホルダーを重視する考え
方を表現するものであり、私も強く共感しています。
　企業経営においても、成長を後押しする「攻め」の視点
と、適切に監督する「守り」の視点の両方が重要です。今
後も私は、独立した立場から助言や提言をし、当社が社
会から信頼され、成長し続ける企業であり続けるため
に、その役割を果たしてまいります。

社外取締役　監査等委員会委員長

水野 信勝

コンプライアンス教育

　ステークホルダーからの信頼を高め経営の健全性を確
保するために、当社のコンプライアンスに関する基本事項
について、「コンプライアンス規程」で定めています。
　コンプライアンス遵守の重要性を社内に広く伝達する
ための取組みとして、当社グループの全従業員を対象にe
ラーニング形式でコンプライアンスに関わる社内教育を
定期的に実施し、法令や社内規程について周知しています。

〈 2025年度のコンプライアンス教育実施テーマ 〉
◆ 内部通報制度
◆ インサイダー取引防止
◆ ハラスメント防止
◆ 内部統制報告制度
◆ CSR方針・人権・腐敗防止・多様性
◆ 情報セキュリティ・情報漏洩・特定個人情報取扱い
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役員一覧（2026年6月23日現在）

取締役

代表取締役社長経営戦略本部長
（1954年10月13日生）山口 直彦

1978年 ４月
1983年 １月
1990年10月
1992年10月
1994年10月
1997年10月
2024年 ４月

当社入社
取締役
常務取締役
専務取締役
代表取締役副社長
代表取締役社長
代表取締役社長経営戦略本部長（現任）

　取締役会への出席状況 ： 13回中13回出席
　所有株式数：182,524株

　所有株式数：50,600株

　取締役会への出席状況 ： 13回中13回出席
　所有株式数：170,812株

取締役管理本部長兼総務部長
（1960年９月25日生）上野 徹

1984年 ４月
2015年 ４月
2016年 ４月
2016年 ８月
2016年12月

2019年 ７月
2020年 ６月
2021年 ２月

（株）協和銀行（現（株）りそな銀行）入行
東伸運輸（株）入社
当社入社サポートセンター法務部長
サポートセンター財務部・法務部長
執行役員サポートセンター財務部・法務
部長
執行役員総務部長
取締役管理統括担当兼総務部長
取締役管理本部長兼総務部長（組織改編に
よる、現任）

取締役生産本部副本部長兼
東日本生産部長

（1977年１月26日生）天野 幹也

2000年 ３月
2010年 ８月

2011年 ２月
2011年 ４月
2014年 ４月

2016年 ６月
2018年 ５月
2019年 １月

2019年 ７月
2020年 ６月
2021年 ２月
2024年 ４月
2025年 ４月

2026年 ４月

当社入社
関東支社生産部長兼千葉リサイクルランド
工場長
関東支社長代理兼関東生産部長
執行役員関東支社長代理兼生産部長
常務執行役員関東営業本部長・関東生産
本部長
取締役関東支社長代理
取締役営業本部本社営業統括部長
取締役営業本部本社営業統括部長兼営
業一部長
取締役本社統括部長兼営業二部長
取締役本社生産担当兼営業開発部長
取締役生産本部長（組織改編による）
取締役バイオマテリアル事業部長
取締役生産本部副本部長兼中日本バイオ
マテリアル生産部長
取締役生産本部副本部長兼東日本生産
部長（現任）

　取締役会への出席状況 ： 13回中13回出席 　所有株式数：22,948株
　取締役会への出席状況 ： 13回中13回出席

代表取締役副社長生産本部長
（1957年１月12日生）

〈 重要な兼職の状況 〉

　　● ジャパンバイオエナジーホールディング（株）代表取締役
　　● 川崎バイオマス発電（株）取締役
　　● ＣＥＰＯ半田バイオマス発電（株）取締役

山口 昭彦

1980年 ４月
1984年 ８月
1990年11月
1997年11月
2000年 ９月
2009年 １月
2009年 １月

2009年 ２月
2017年 ４月

2024年 4月

愛知リコー（株）（現リコージャパン（株））入社
当社入社
取締役
専務取締役営業本部長
取締役副社長
代表取締役副社長
ジャパンバイオエナジーホールディング
（株）代表取締役（現任）
川崎バイオマス発電（株）取締役（現任）
ＣＥＰＯ半田バイオマス発電（株）取締役
（現任）
代表取締役副社長生産本部長（現任）

　取締役会への出席状況 ： 13回中13回出席
　監査等委員会への出席状況 ： 10回中10回出席

　監査等委員会への出席状況 ： 10回中10回出席

　所有株式数：30,000株

　取締役会への出席状況 ： 13回中13回出席
　監査等委員会への出席状況 ： 10回中10回出席
　所有株式数：2,000株

社外取締役

社外取締役（監査等委員）
（1952年12月11日生）水野 信勝

1976年10月

2003年 ７月
2005年 ７月
2017年 ７月
2017年 ９月
2018年 ５月
2023年12月

2025年 6月

等松・青木監査法人（現有限責任監査法
人トーマツ）入所
同法人代表社員
同法人三重事務所地区経営執行社員
水野信勝公認会計士事務所所長（現任）
当社社外取締役
（株）ダイセキ社外取締役（監査等委員）
ジャパンワランティサポート（株）社外取
締役
当社社外取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役（監査等委員）
（1965年10月10日生）織田 直子

1986年 ４月
1996年 １月

2003年 ６月

2019年 ６月
2025年 6月

（株）広島そごう入社
（株）アクエリアス情報研究所（現（株）ア
クエリアス・ハート・ヴォイス）設立
（株）アクエリアス情報研究所（現（株）ア
クエリアス・ハート・ヴォイス）代表取締役
（現任）
当社社外取締役
当社社外取締役（監査等委員）（現任）

スキルマトリックス

氏　名

山口 直彦

山口 昭彦

天野 幹也

上野 徹

水野 信勝

織田 直子

代表取締役社長

代表取締役副社長

取締役

取締役

取締役（監査等委員）

苅谷 公平 取締役（監査等委員）

取締役（監査等委員）

社　　内

社　　内

社　　内

社　　内

社外独立

社外独立

社外独立

男性

男性

男性

男性

男性

男性

井上 理津子 取締役（監査等委員） 社外独立 女性

女性

役　職 属性 性別 企業経営 業界知見 営業・
マーケティング

生産技術・
安全

環境・
サステナビリティ

法務・
コンプライアンス

人材・
ダイバーシティ財務・会計

※スキルマトリックスは、各取締役が有している能力・経験のうち、会社として発揮を期待する項目を示しており、各取締役の有する全ての能力・経験を表すものではありません。

〈 重要な兼職の状況 〉

　　● （株）アクエリアス・ハート・ヴォイス代表取締役

〈 重要な兼職の状況 〉

　　● キムラユニティー（株）社外取締役

社外取締役（監査等委員）
（1969年４月18日生）苅谷 公平

1996年10月

2001年 ７月

2005年 ７月

2007年 ４月

2020年 ４月
2024年 ６月
2025年 6月

監査法人トーマツ（現有限責任監査法人
トーマツ）入所
Delo i t te  Touche  Tohmatsu（現
Deloitte）中国天津事務所 副総経理
監査法人トーマツ（現有限責任監査法人
トーマツ）名古屋事務所国際部中国室 
シニアマネージャー
苅谷公認会計士事務所（現苅谷公認会
計士・税理士事務所）所長（現任）
当社社外監査役
キムラユニティー（株）社外取締役（現任）
当社社外取締役（監査等委員）（現任）

　取締役会への出席状況 ： 13回中13回出席
　監査役会への出席状況 ： 4回中4回出席

　所有株式数：2,000株

社外取締役（監査等委員）
（1964年５月18日生）井上 理津子

1985年 ４月
2018年10月
2019年 ４月

2021年 ４月

2022年 ４月
2024年 ４月
2024年 6月
2024年 6月
2024年10月

2025年 6月

（株）埼玉銀行（現（株）りそな銀行）入行
りそなビジネスサービス（株）入社
同社執行役員人事部副担当兼ダイバーシ
ティ推進室長
同社執行役員ダイバーシティ推進室担当
兼人財育成室担当
同社執行役員内部監査部担当
同社顧問
AGS（株）社外取締役（現任）
当社社外取締役
ゼネラルパッカー（株）社外取締役（監査
等委員）（現任）
当社社外取締役（監査等委員）（現任）

　取締役会への出席状況 ： 13回中13回出席
　監査等委員会への出席状況 ： 10回中10回出席
　所有株式数：1,000株

〈 重要な兼職の状況 〉

　　● AGS（株）社外取締役
　　● ゼネラルパッカー（株）社外取締役（監査等委員）

※当社は、2025年６月25日開催の第78回定時株主総会の決議に基づき、同日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しています。
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財務・非財務データ 会社概要

〈 株式の分布状況 〉

フルハシＥＰＯ株式会社（英語名 FULUHASHI EPO CORPORATION）

1947年12月

1948年２月

15億781万円

代表取締役社長    山口直彦
代表取締役副社長 山口昭彦

愛知県名古屋市中区金山一丁目13番13号

360名（2026年3月31日現在）

バイオマテリアル事業、資源循環事業

東京証券取引所スタンダード市場、名古屋証券取引所メイン市場

愛知県知事許可（般-６）第105504号

愛知県・名古屋市・豊田市・一宮市・三重県・静岡県・岐阜県・千葉県・千葉市・柏市・埼玉県・神奈川県・滋賀県・広島市　

愛知県・名古屋市・三重県・岐阜県・滋賀県

春日井市・豊田市・弥富市・清須市・半田市・一宮市・川越町・掛川市・千葉市・松戸市・入間市・栗東市

津市

愛知県公安委員会  第541191300500号
（古物に関する営業所所在地：愛知県・静岡県・千葉県・神奈川県・広島県）

千葉県公安委員会 第10100665号

建 設 業 許 可

産業廃棄物処分業許可

産廃収集運搬業許可

一般廃棄物処分業許可

一般廃棄物再生利用業個別指定

古 物 商 許 可

千葉県特定金属類取扱業許可

社 名

創 立

設 立

資 本 金

代 表 役 員

本 社

従 業 員 数

事 業 内 容

株式上場市場

普通株式　47,043,000株

7,119名

普通株式　11,779,600株発行可能株式総数

株 主 数

発行済株式総数

個人・その他

金融機関

その他国内法人

外国人

金融商品取引業者

自己名義株式

5,827千株

777千株

4,590千株

319千株

77千株

186千株

49.47%

6.60%

38.97%

2.72%

0.65%

1.59%

6,987名

4名

54名

54名

19名

1名

98.15%

0.06%

0.76%

0.76%

0.26%

0.01%

個人・その他

金融機関

その他国内法人

外国人

証券会社

自己名義株式

株式数
構成比

株主数
構成比

グループ会社概要

株式会社フィニティ
［ 事業内容 ］収集運搬・貨物運送

株式会社フルハシ環境総合研究所
［ 事業内容 ］環境コンサルティング

FULUHASHI CORPORATION(THAILAND) LTD.
［ 事業内容 ］物流機器製造販売

FULUHASHI CORPORATION(VIETNAM) LTD.
［ 事業内容 ］物流機器製造販売

ASAP  SECURITY株式会社
［ 事業内容 ］警備請負・人材派遣国 内

海 外

株式情報
（2026年3月31日現在）

財務データ

非財務データ

2021年度

経
常
成
績

売上高 7,716
3,390
1,251
787
837
569
560
2,603
9,258
7,142
2,115
2,115
5,019
1,741
816
-481
335
713
-379
507
20
31.3

236.91
63.80
43.9
10.2
10.9
7.4
29.6
9.2
22.8

8,076
3,572
1,337
839
1,049
743
750
2,733
11,311
6,259
5,052
5,052
4,075
2,296
1,282
-444
838
663
1,107
2,458
25

33.4
430.71
74.96
44.2
10.4
13.0
9.2
20.8
10.2
44.7
2.0
11.8

8,753
4,026
1,588
1,039
1,246
263
279

2,986
11,325
6,302
5,023
5,023
3,404
2,230
1,742
-634
1,107
921

-1,253
2,313
26

116.0
427.32
22.41
46.0
11.9
14.2
3.0
5.2
11.0
44.4
2.6
48.8

9,383
4,295
1,762
1,152
1,432
1,033
1,025
3,142
12,169
6,577
5,591
5,591
3,797
2,946
1,319
-2,296
-977
2,795
-349
992
28
31.9

483.08
87.88
45.8
12.3
15.3
11.0
19.5
12.2
45.9
1.8
10.1

10,007
4,430
1,929
1,174
1,174
890
937

3,255
13,869
7,656
6,212
6,212
4,930
3,501
1,503
-1,935
-431
2,408
448
1,009
30
39.0

535.91
76.87
44.3
11.7
11.7
8.9
15.1
9.0
44.8
2.3
16.2

売上総利益
EBITDA（営業利益＋減価償却費）

営業利益
経常利益

当期純利益
包括利益

販売費及び一般管理費

総資産
負債

純資産
自己資本

有利子負債
利益剰余金

営業キャッシュ･フロー

投資キャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー

設備投資額

財務キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

1株当たり配当金(円）

配当性向（％）

1株当たり純資産額（BPS）（円）
1株当たり当期純利益金額（EPS）（円）

売上総利益率（％）
営業利益率（％）
経常利益率（％）

当期純利益率（％）

自己資本利益率（ROE）（％）
総資産利益率（ROA）（％）

自己資本比率（％）

株価純資産倍率（PBR）（倍）

株価収益率（PER）（倍）

財
政
状
態

キ
ャ
ッ
シ
ュ・フ
ロ
ー

主
な
経
営
指
標

1
株
当
た
り
情
報

※

連結（百万円） 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

2021年度

社

　会

従業員数（男性／女性）（人） 288（207 / 81）
62（61 / 1）
9年1ヶ月
9（7 / 2）
ー / 50
4.5

303（220 / 83）
67（65 / 2）

9年
10（8 / 2）
33 / 100

4

311（226 / 85）
65（62 / 3）
8年10ヶ月
13（7 / 6）
25 / ー

5

334（240 / 94)
71（67 / 4）
8年11ヶ月
13（10 / 3）
83 / 67

5

360（259 / 101）
75（71 / 4）
8年10ヶ月
13（9 / 4）
100 / 100

8

管理職社員数（男性／女性）（人）
平均勤続年数（年）

新卒採用者数（男性／女性）（人）

育児休業取得率（男性／女性）（％）

障がい者雇用数（人）

（単体） 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

2021年度
ガ
バ
ナ
ン
ス

社内取締役（人） 6
2

5
2

5
2

5
3

5
4社外取締役（人）

（単体） 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

2021年度

環

　境

Scope1排出量(t-CO2e） 2,516※
1,667※
76,765※
0.17※
3,854※
50,861※

3,781
1,832

100,824
0.22

3,798※
52,634※

3,899
2,360

107,745
0.22

3,039※
61,449

4,054
2,238

111,320
0.22

3,164※
58,994

4,277
2,534

116,295
0.22

3,610※
65,999

Scope2排出量(t-CO2e）
エネルギー消費量(GJ）

エネルギー消費量原単位(GJ/t）
最終処分量(ｔ）

水資源使用量(㎥）

（連結） 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

※がついている数値は単体です。

※2023年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っています。表では2023年4月1日以前においても株式分割の効力を加味して計算しています。
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〒460-0022
愛知県名古屋市中区金山一丁目13番13号

●発行・問合わせ先

TEL:052-324-9088　FAX:052-324-9188

証券コード ： 9221
https://www.fuluhashi.co.jp/

見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

Create Sustainability for Our Future

REPORT 2026
統合報告書


